鳥取県新規需要開拓設備資金制度要綱
（目　的）
第１条　この要綱は、県内の中小企業者等の新たな需要獲得を目指す競争力強化のための事業展開に必要な資金の融資を促進することを目的とし、鳥取県企業自立サポート事業基本要綱（平成18年４月５日第200500140012号鳥取県商工労働部長通知。以下「基本要綱」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
（定　義）
第２条　この要綱において、「業態転換等」とは、次の各号のいずれかに該当するものをいう。
（1） 新分野進出　新製品の開発又は生産、新サービスの開発又は提供によりこれまで行って

きた事業が帰属する業種と日本標準産業分類（細分類）が異なる業種に属する分野に新たに進出するもの又は転換するものをいう。

（2） 業態転換　新たな需要を獲得するために製品の新たな生産又は販売方式の導入、サービ

スの新たな提供方式の導入を行うものをいう。

（3） 商圏拡大　新たな需要を獲得するために新たな商圏へ進出するもの（これまでの圏域と地理
的に異なる圏域への進出をいう。海外展開を含む。）をいう（県内事業所の閉鎖や従業員の雇用調整（解雇等、従業員の雇用安定に影響を及ぼすもの）を伴わないものに限る｡）。
２　その他この要綱において掲げる用語の定義は、基本要綱第２条に定めるものとする。

（融資対象者及び融資条件等）
第３条　この資金の融資対象者及び融資条件等は、次のとおりとする。
	融資対象者
	導入・新設、能力増強・拡張、更新・建替、維持・補修、合理化･省力化などのための設備投資を伴う計画に取り組む者

	資金の使途
	ア　設備資金

イ　アに係る事業実施のために必要となる運転資金（ウに該当する場合を除く。）又は借換資金（アの設備資金に併せて借り入れる場合に限る。）

ただし、借換資金は、保証協会の信用保証付き借入金（鳥取県中小企業小口融資、鳥取県同和地区中小企業特別融資、鳥取県中小企業小口融資等特別資金、鳥取県経営活力再生緊急資金、鳥取県経営活力強化資金、鳥取県経営体質強化資金、鳥取県経営再生円滑化借換特別資金、鳥取県再生支援資金及び鳥取県チャレンジ応援資金を除く。）の借換えを行う場合に限る。

ウ　運転資金（海外子会社等の設備投資を目的とした当該海外子会社等への出資、社債引受又は貸付資金に限る。）

	融資限度額
	保証協会の定めるところによる。

	融資期間
	20年以内（据置３年以内を含む。）
【据置期間の特例】

次のア及びイに該当する又はウに該当する場合に限り、据置期間を５年以内とする。
ア　業態転換等に必要な資金であること。

イ　この据置期間の特例措置を受けようとする者は、アに係る事業計画を作成し、　計画の実行状況に係る金融機関への定期的な報告を行うこと。また、必要に応じて実行状況を踏まえた経営サポート会議等による経営支援を受けること。
ウ　ＳＤＧｓ特別利率の適用を受ける者



	融資利率
	下表のとおりとする。

区分

10年以内

10年超

通常利率(変動金利)
年1.66パーセント

年1.87パーセント

※１特別利率(変動金利)
年1.43パーセント

年1.60パーセント

※２ SDGs特別利率

年1.00パーセント
年1.43パーセント

年1.00パーセント
年1.60パーセント

当初5年(固定金利)

6年目以降(変動金利)
※１　特別利率の適用は、次のいずれかに該当する場合に限る。
ア　鳥取県産業成長応援条例施行規則第２条に定める重点分野にかかる事業を行う場合

イ　業態転換等を行う場合

ウ  事業承継を契機として事業承継者が雇用の維持・拡大を図る場合
エ　地域経済の活性化に資するものとして県や国など公的機関から設備投資に対する補助金等を受けて行う場合

オ　法改正等による規制強化に伴って行う場合
※２　SDGS特別利率の適用は、とっとりＳＤＧｓ企業認証制度の認証書を取得し、ＳＤＧｓに資する設備投資を行う場合に限る。

	信用保証
	全て保証協会の保証を必要とする。

	保証料率
	次の区分に従って、下表のとおりとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

	
	
	料率区分
	1 
	2 
	3 
	4 
	 ⑤
	 ⑥
	 ⑦
	 ⑧
	 ⑨
	

	
	
	保証料率
	0.68
	0.64
	0.59
	0.54
	0.49
	0.45
	0.40
	0.30
	0.23
	

	
	
	※海外投資関係保証の適用を受ける場合は、区分⑤を適用する。

※経営力向上関連保証の適用を受ける場合は、区分⑥を適用する。

※経営安定関連保証（セーフティネット保証）５号、７号又は８号の適用を受ける場合は、保証料率は0.35％とする。
	

	担　保
	保証協会の定めるところによる。

	保証人
	保証協会の定めるところによる。

	償還方法
	割賦均等償還


（融資の申込み）
第４条　この資金の融資を受けようとする者は、新規需要開拓設備資金申込書（様式第１号。以下「申込書」という。）に関係書類を添えて、商工団体に提出するものとする。
なお、特別利率の適用を受けようとする者は、特別利率適用確認書（様式第２号。以下「確認書」という。）を申込書に添付するものとする。
また、ＳＤＧｓ特別利率の適用を受けようとする者は、ＳＤＧｓ特別利率適用確認書（様式第３号。以下「ＳＤＧｓ確認書」という。）を申込書に添付するものとする。

２　申込書及び確認書またはＳＤＧｓ確認書（以下「申込書等」という。）の提出を受けた商工団体は、申込書等の内容を精査するとともに、特別利率適用要件又はＳＤＧｓ特別利率適用要件の適否を確認した後、申込書等を保証協会に送付するものとする。
（融資の内定と実行）
第５条　保証協会は、申込書等を受け付けたときは、金融機関と保証及び融資に関する協議を行い、適当と認めたものについて、金融機関に内定の通知を行うとともに、商工団体に対し、審査結果を通知するものとする。
２　内定の通知を受けた金融機関は、内容を審査の上、この資金の融資を実行するものとする。
（融資実行の報告）

第６条　基本要綱第８条に定める報告先は県及び市とする。

（資金措置）
第７条　この資金を運用するため、県は基本要綱第４条の規定に基づく補助金により、市は預託により、取扱金融機関に対してそれぞれ次のとおり資金措置を行うものとする。
(１)　県
ア　補助金交付額　この資金の融資残高に対し、商工労働部長が別に定める補助率及び期間を乗じた額
イ　補助対象期間　年度更新とし、前条第２項の規定に基づき取扱金融機関から実行された融資の期間（鳥取県企業自立サポート事業貸付条件変更措置実施要綱（平成18年４月５日付第200500140012号鳥取県商工労働部長通知）に基づき貸付期間が延長されたときは、その延長期間を含む。以下「取扱金融機関の融資期間」という。）を限度とする。
(２)　市
ア　預託額　　この資金の融資額に対し、商工労働部長が別に定める割合を乗じた額
イ　預託利率　商工労働部長が別に定める。
ウ　預託期間　年度更新とし、取扱金融機関の融資期間を限度とする。
（その他）
第８条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は商工労働部長が別に定める。
附　則
１　この要綱は、平成26年３月10日から施行する。
２　第６条に規定する市への融資実行の報告及び第７条に規定する市の資金措置については、平成26年度の貸付けから適用する。

附　則
この改正は、平成27年３月９日から施行する。

附　則
この改正は、平成27年10月１日から施行する。

附　則
この改正は、平成28年９月１日から施行し、平成28年７月１日以降の貸付けから適用する。
附　則
この改正は、平成30年４月１日から施行する。

　　附　則

この改正は、令和元年７月30日から施行し、令和元年８月１日以降の貸付けから適用する。

附　則
この改正は、令和４年４月１日から施行する。

